
 

 

 

熊本県地域医療再生計画 
（平成 25 年度策定版） 

 

＜概要版＞ 
 

 

 

 

平成２５年１１月改定版 
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●平成 37 年には、Ｈ22 比で高齢者は 8.9 万人増加し、後期高齢者は 6.5 万人増加と 

推計。その一方で、６５歳未満人口は 25.7 万人減少。 

●特に、熊本市外の地域における高齢者の増加、療養を支える世代の人口減少が著しく、 

その地域社会の「介護力」の低下が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 平成２２年 

 ６５歳未満 ６５歳以上 ７５歳以上 

県全体 １３４．３万人 

（７３．９％） 

４６．３万人 

（２５．５％) 

 ２５．４万人 

(１４．１％) 

熊本市 ５７．４万人 

（７８．１％） 

 １５．２万人 

（２１．０％） 

７．９万人 

(１０．８％) 

熊本市 

以外 

７６．９万人 

（７１．０％） 

 ３１．０万人 

（２８．７％） 

 １７．５万人 

(１６．２％) 

全国 （７７．０％） （２３．０％） （１１．１％） 

平成３７年 

６５歳未満 ６５歳以上 ７５歳以上 

１１１．２万人 

（６６．７％） 

５５．４万人 

(３３．３％) 

 ３２．１万人 

(１９．３％) 

５０．９万人 

（７１．３％） 

 ２０．５万人 

(２８．７％) 

１１．７万人 

(１６．４％) 

６０．２万人 

（６３．３％） 

 ３４．９万人 

(３６．７％) 

 ２０．４万人 

(２１．４％) 

（６９．７％） ３０．３％ １８．１％ 

現状・課題 

《将来の姿》          《課題》 

●高齢者、後期高齢者の増加 ⇒ 医療・介護ニーズのさらなる増加 

●高齢者のみ世帯等の増加  ⇒ 家族の介護力の低下 

●６５歳未満人口の減少   ⇒ 家族の介護力の低下、療養を支える人材の減少 

 

 

●全県的に、通院困難な高齢者が増加 

●全県的に、退院したくても「退院できない患者」が増加 

●医療資源の乏しい地域では、住み慣れた地域や自宅での療養が困難な高齢者が増加 

 

１ 県内の高齢化の現状と将来像 
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（１）県内の医療機関の状況 

 

 

 

 

 

（２）県内の医師の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）県内の看護職員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 医療資源の現状と課題 

●人口 10 万人当たりの病院数、一般診療所数、病床数では全ての項目で全国平均 

を上回るが、いずれも熊本市に集中。 

●県全体の人口 10 万に当たり医師数(271 人)は、全国平均(230.4 人)を上回って 

いるが、6 割が熊本市に集中。熊本市以外の医師数(183 人)は、全国平均の８割

程。 

●小児科、産婦人科・産科の医師数については、平成 18 年末に比べやや改善の兆 

しがあるが、内科、外科は、減少傾向。 

●へき地医療拠点病院では、年々常勤医師が減少し、へき地診療所の支援が年々厳し 

くなりつつあり、地域の医師会、社会医療法人等と連携したへき地医療支援体制の

構築などの対策が必要。 

●無医地区は、２２地区（前回Ｈ１６調査から４地区増加）。無歯科医地区は、２１

地区（前回Ｈ１６調査から４地区増加） 

●引き続き医師が丌足するへき地などの地域に医師を確保するシステムづくりが 

必要。 

●看護職員数は人口 10 万人当たりでは全国平均を上回るが、病床 100 床当たりで 

 は全国平均を下回っていることに加え、新卒者の県内定着率が全国平均を下回って 

 いることなどを踏まえると、確保対策のさらなる強化が必要。 

●さらに、本県は、全国に比べて高齢化が進行しており、今後の医療ニーズの増 

加に対応するため、在宅医療を推進する上で要となる訪問看護師の育成も急務。 
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３ 在宅医療を取り巻く現状と課題 

４ 災害医療を取り巻く現状と課題 

５ 地域医療連携の現状と課題 

●人口減少及び高齢化の更なる進行により、家族の介護力の低下、通院困難な患者 

 の増加が見込まれる中で、「在宅医療」は必要丌可欠な選択肢。 

●在宅における長期療養ニーズはあるが、家族への負担や急変時への対応に対する 

丌安から在宅療養や在宅での看取りが進んでいない。 

●通院困難な患者に対して、地域包拢ケアの考え方に基づき、医療、介護、生活支 

援等を切れ目なく提供していくためには、医療・介護・福祉など様々な関係機関 

の連携が必要。 

●24 時間サポート体制の確保、在宅医療に取り組む医師などの確保、訪問看護ス 

テーションの体制強化など提供体制の整備が必要。 

●東日本大震災や熊本広域大水害などを踏まえ見直した「熊本県地域防災計画」に

沿った取組みの検討・推進が必要。 

●ＤＭＡＴ未整備の地域の解消、地域の実情に応じた災害医療体制の構築が必要。 

●県民が住み慣れた地域で安心して暮らしていくには、へき地などの医療資源の乏 

しい地域においても、県民に必要な医療を提供する体制の確保が必要。 

●各医療機関が提供する医療機能の情報の共有化や情報通信技術を活用した連携 

体制の構築などが必要。  



 
- 4 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）医師等確保対策プロジェクト     （２）在宅医療推進プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 （３）災害医療体制整備プロジェクト    （４）地域医療連携プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年８月９日～平成２６年３月３１日まで 

  

計画の方向性 

各圏域で、拠点病院を中心とした災

害医療体制が整うことにより、各地

域で安心して暮らしを送ることがで

きる。 

目指す姿 

 医療と介護が連携した在宅医療連

携体制が整うことにより、住み慣れ

た地域で安心して自分らしく暮ら

すことができる。 

目指す姿 

各地域において、必要な医師や看護職

員が確保されることにより、適切な医

療を受けることができる。 

目指す姿 

医療機関の機能分化と連携が推進さ

れることにより、切れ目なく、効率的

に、良質で安全な医療を受けることが

できる。 

目指す姿 

「いつまでも健康で、安心して暮らせるくまもと」 

 ～県民一人一人が、生涯を通じて、住み慣れた地域で、健康で楽しく、安心安全 

  に暮らせる保健医療の推進～  

計画の期間 

１ 基本目標 

２ 施策の柱と目指す姿 
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○ 効率的な地域医療支援システムを確立する。 

○ 熊本大学修学資金貸不医師のキャリア形成支援体制を確立する。 

○ 公立病院等に 15 名程度の専門医を継続的に派遣する。 

○ 総合医派遣システムを構築する。 

○ 脳卒中・急性心筋梗塞の救急医療機能を向上させる。 

○ 熊本県医師修学資金貸不枠の利用率 100％を目指す。 

○ 県内養成所における専任教員養成講習会未受講者を解消する。 

○ 認定看護師を７0 名程度養成する。 

○ 県内全圏域に看護職員継続教育体制を整備する。 

○ 魅力ある病院づくりの支援を毎年１０施設程度で実施し、看護職員の離職防止、

新卒者の県内定着の促進を図る。 

○ 潜在看護職員の再就業支援研修を県内３か所程度で実施。その再就業を促進する。 

 

 

○ 県内すべての地域で、在宅医療連携拠点を整備し、医療、介護などの関係機関の

連携体制を構築する。 

○ 訪問看護を県下全域で利用できる体制の整備を実現する。 

○ 小児在宅患者にかかるレスパイトケアを担う施設を１施設以上整備する。 

○ 無菌製剤を調剤できる薬局を整備するとともに、県内全圏域で無菌製剤実務研修

を実施し、身近な薬局による在宅療養支援体制を構築する。 

○ ＮＩＣＵの長期入院児の在宅移行を促進する。 

 

 

○ 災害拠点病院主催による災害医療研修及び訓練を実施する。 

○ 県内すべての地域で災害医療の連携体制を構築する。 

 

 

 

○ 県内全域で IT 機器を用いた t-PA 治療や血栓回収療法による脳梗塞急性期医療体

制を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 

１ 医師等確保対策プロジェクト 

２ 在宅医療推進プロジェクト 

３ 災害医療体制整備プロジェクト 

４ 地域医療連携プロジェクト 
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  事業名 事業総額（千円） 基金充当額（千円） 

新 １ 地域医療支援センター事業 ８３，０００ ４３，０００ 

拡 ２ 専門医派遣寄附講座開設事業 ２８０，０００ ２８０，０００ 

拡 ３ 総合医育成寄附講座開設事業 ８０，０００ ４０，０００ 

拡 ４ 脳卒中・急性心筋梗塞医療推進事業 ６６，６００ ６６，６００ 

拡 ５ 熊本県医師修学資金貸不事業 １４０，６０６ ８１，７８９ 

拡 ６ 看護師等養成力強化事業 ２８，６０５ ２５，４０５ 

拡 ７ 専門性の高い看護職員の養成支援事業 ９５，８８２ ４８，１２２ 

拡 ８ 看護職員継続教育体制整備事業 ３１，８４６ ３１，８４６ 

拡 ９ 看護職員確保対策支援事業 ２８，５５５ ２８，５５５ 

  合  計 ８３５，０９４ ６４５，３１７ 

 

  事業名 事業総額（千円） 基金充当額（千円） 

新 １ 在宅医療連携推進事業 １８０，０１２ １８０，０１２ 

新 ２ 訪問看護ステーション等立上げ支援事業 ４１，７６２ ４１，７６２ 

新 ３ 在宅小児レスパイトケア支援事業 ３３，９２８ １６，９６４ 

新 ４ 在宅医療提供拠点薬局整備事業 ２０，３００ １４，１００ 

拡 ５ 重症心身障がい学寄附講座開設事業 ５２，０００ ５２，０００ 

  合  計 ３２８，００２ ３０４，８３８ 

 

  事業名 事業総額（千円） 基金充当額（千円） 

拡 １ 災害医療体制整備事業 ８，０９２ ８，０９２ 

拡 ２ 災害医療連携体制構築事業 ７，５６４ ７，５６４ 

  合  計 １５，６５６ １５，６５６ 

 

  事業名 事業総額（千円） 基金充当額（千円） 

新 １ 脳卒中遠隔医療体制整備事業 １０，４６０ ８，４６０ 

  合 計 １０，４６０ ８，４６０ 

 

  総 計 １，１８９，２１２ ９７４，２７１ 

（凡例） 

「新」…新規事業 

「拡」…現行計画（天草編、阿蘇編、全県版）に掲載している事業の拡充又は延長 

 

 

 

 

Ⅴ 具体的な施策 

１ 医師等確保対策プロジェクト 

２ 在宅医療推進プロジェクト 

３ 災害医療体制整備プロジェクト 

４ 地域医療連携プロジェクト 
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期待される効果 

１ 医師等確保対策プロジェクト 

２ 在宅医療推進プロジェクト 

３ 災害医療体制整備プロジェクト 

４ 地域医療連携プロジェクト 

県内全域で在宅医療提供体制を整備 

安心できる暮らしの確保 

医療資源の有効な活用 

（医師確保関係） 

●地域医療を支援する体制が整備     ●将来、地域医療を担う医師の確保 

（看護職員確保関係） 

●看護師等養成所の専任教員の資質向上  ●認定看護師等の増加 

●看護職員の継続的な教育体制の整備    ●看護職員の就業環境の改善 

 

医師、看護職員が不足する地域において医師、看護職員を確保 

●在宅医療を担う関係機関の連携体制の構築 

●訪問看護ステーションの基盤強化    ●訪問看護提供体制の整備 

●小児在宅患者のレスパイト体制の整備 ●在宅医療を支援する無菌調剤薬局の整備 

●訪問看護師の増加            

●ＤＭＡＴ未整備地区の解消 

●災害拠点病院を中心とした災害医療体制の構築 

●脳梗塞急性期治療の地域格差の解消 

 


